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いく。
　そして、本論文の構成は、第１章において、
介護保険制度成立の背景および介護保険制度
の目的、制度の概要について、第２章におい
ては、今日までの介護保険制度の改正内容と
その影響について、第３章（最終章）におい
ては、私達住民が取り得る対応についてとい
う順序で展開していく。
　なお、図表はすべて、巻末に掲載する。
第１章
介護保険制度成立の背景・目的・内容
１．介護保険制度成立の背景
　日本の介護保険制度は、1997年に制定され、
2000年４月１日から実施された介護保険法に
基づく高齢者介護のしくみである。
　ところで、介護保険制度制定以前の高齢者
介護は、措置制度とよばれた。措置制度とは、
行政の判断と責任で介護サービスを実施、そ
の費用は、租税とサービスを受けた者の所得
に応じた自己負担（応能負担）から成り立っ
ていた。措置制度のもとでは、原則として当
事者はサービスを選択できず、また、サービ
スを受ける高齢者は、低所得・単身者に偏る
傾向があった。
　しかし、1970年～95年のわずか25年間で
はじめに
　今日、日本の介護保険制度の内容が大きく
変えられようとしている。
　介護保険制度は、介護を受ける高齢者のみ
が対象とされ、高齢者のみが改正内容の影響
を受けるのではない。介護する側の家族とし
ての若・中年層も、巻き込まれていく。65才
未満で発症の可能性がある若年性アルツハイ
マー病等による認知症に苦しむ親への介護と
学業両立が困難となり、退学を余儀なくされ
る10～20代の若年介護者問題も深刻である。
仕事と老親の介護の板挟みとなり、介護離職
に追い込まれる40代の働き盛りも多い。
　そこで、若者にも問題提起する形で、筆者
は、次の事項について、考察していく。
　持続可能な社会保障制度の確立を図るため
の改革推進の一環として、2014年現在進行し
ている介護保険制度改正とはどのような内容
か。改正内容は、当事者とその家族にどのよ
うな影響を及ぼすのか。私達住民として取り
得る対応策は何か。これら３点である。
　これらの点について、厚生労働省資料、筆
者が住むＫ市が2014年度１月に実施した介護
保険利用状況に関するアンケート調査結果、
新聞報道記事等の分析を通して明らかにして
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実現出来、社会全体の安定にもつながる、と
いう趣意であった。
　ところで、社会保険方式による介護サービ
スの提供とは、法律のもとに国や地方自治体
等が運営主体（保険者）となり、強制加入者
（被保険者）から保険料を徴収し、租税と併
せて財源を作り、介護を必要とする事態（保
険事故）に備えるしくみである。
　介護保険においては、私たちにとって身近
な存在の自治体としての市区町村が保険者と
なり、40歳以上の者が被保険者として保険料
を納める。そこに租税も加えて財源を確保す
る。介護が必要となり、介護のプロ（事業者）
から介護サービスを受けた者は、この財源か
ら介護費用が支払われると同時に、介護費用
の1割を自己負担する。社会保険方式による
介護サービスの特徴について、国は次のよう
に説明していた。
　①40歳以上の者一人ひとりが介護保険料を
払うことで、介護が必要となった時、お上の
世話になるのではなく、介護サービスを購入
する「権利」をもつ。
　②介護を必要とする者（以下、利用者と記
載）が、必要な介護サービスの種類や事業者
を選択し、契約する。
　③利用者が保健・医療・福祉サービスを総
合的に、適切に、選択・利用できるよう、支
援するケアマネジメントのしくみを導入する。
　④サービスを提供する事業者には、社会福
祉法人に限らず、民間の企業も参加、競争さ
せて良質なサービス事業者を淘汰する。
　⑤サービスを利用する量（給付）と、保険
料や自己負担額（拠出）は相関関係にあり、
給付と負担割合が明確化する。
7.1％から14.5％という急激な高齢化率の上
昇や核家族化の進行・単独世帯増加に伴って、
高齢者介護の必要性が高まる反面、介護を家
族の手で行うことは難しくなった（表１参照）。
　介護困難に陥った家族が、高齢者を病院に
入院させる社会的入院が各地で生じた。治療
の必要のない高齢者がベッドでの生活を余儀
なくされ、医療費の上昇を招くことにもつな
がった（図１参照）。
　そこで考え出されたのが、社会保険方式に
よる介護サービス、すなわち、介護保険制度
である。
２．介護保険制度の目的
　介護保険制度の目的は、介護保険法第１条
に定められている。
　そこには、「加齢に伴って生ずる心身の変化
に起因する疾病等により要介護状態となり、
入浴、排せつ、食事等の介護、機能訓練並び
に看護及び療養上の管理その他の医療を要す
る者等について、これらの者が尊厳を保持し、
その有する能力に応じ自立した日常生活を営
むことが出来るよう、必要な保健医療サービ
ス及び福祉サービスに係る給付を行うため、
国民の共同連帯の理念に基づき介護保険制度
を設け、その行う保険給付等に関して必要な
事項を定め、もって国民の保健医療の向上及
び福祉の増進を図ることを目的とする。」と
書かれている。
　つまり、①老化にともない、食事・入浴・
排泄などの介護やリハビリテーション、看
護を必要とする状態になった人を対象として、
②保健・医療・福祉サービスを提供する　③
サービスの費用は、「国民の相互扶助」の考え
方に基づく社会保険方式を採用する　④サー
ビスを利用した人は尊厳や自立を可能な限り
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３．介護保険の概要
ａ．保険者
　第１号被保険者の介護保険料の決定・徴収
や介護度の認定、介護保険サービスの基盤整
備などを図っていく介護保険制度運営の主体
は、市（区）町村である。保険者を国ではな
く、市区町村とした背景は、高齢者が住みな
れた地域で生活し続けるための介護制度を実
現するためと、国は説明している。
ｂ．被保険者
　介護保険の保険料を払い、介護保険に基く
介護サービスを利用するのは、40歳以上の市
区町村住民である。外国籍の者も日本に１年
以上滞在する場合、強制加入とされる。
　40歳以上の市区町村住民は、さらに、第１
号被保険者と第２号被保険者に分類される。
　第１号被保険者とは、65歳以上の市区町村
住民をさす。理由を問わず要介護・要支援状
態と保険者から認められれば、介護保険を利
用できる人々をいう。
　第２号被保険者とは、40歳以上65歳未満の
者をさす。第２号被保険者は、第１号被保険
者とは異なり、｢特定疾病」によって、要介護・
要支援状態になったと認められた場合のみ、
介護保険が適用される。｢特定疾病」とは、
老化に伴って起こる疾患と国が見なした、若
年性アルツハイマー病や筋委縮性側索硬化症
（ALS）などをさす。
ｃ．保険料
　第１号被保険者の保険料は、各市区町村の
決定した金額を各被保険者の老齢年金から、
自動的に徴収される（特別徴収）。
　第２号被保険者の保険料は、医療保険者が
決定した金額を医療保険料に上乗せして徴収
される。
　保険料は、第１号、第２号被保険者の保険
料とも、３年ごとに、改正される。被保険者は、
保険料に関する不服がある場合、都道府県の
介護保険審査会に対して不服申し立てを行う
ことができる。
ｄ．保険財源
　介護保険の財源は、第１号及び第２号被保
険者の保険料50％、公費50％から成り立つ。
公費は国25％都道府県12.5％・市（区）町村
12.5％の負担割合である。
ｅ．介護保険の給付内容　介護保険に基づい
て利用できる介護サービスは、
　①在宅サービス②施設サービス③地域密着
型サービス④ケアマネジメントからなる。
ｆ．介護保険の利用手続き
１．申請・・・介護保険を利用して介護サー
ビスを受けたい時、被保険者は、まず、市区
町村に対して、介護保険の利用申請をしなけ
ればならない。申請は、本人のみならず家族
などが代理申請する事も可能である。本人自
身が、直接、市区町村の窓口を訪れる必要は
ない。
　　↓
２．認定・・・申請後、市区町村は、本人へ
の訪問調査を行う。この調査は、本人自身の
状態を把握するための全国統一の質問内容か
らなり、本人の回答をもとにコンピュータに
よる第１次判定がおこなわれる。さらに、第
２次判定という形で、第一次判定結果、およ
び、かかりつけ医の意見書と、訪問調査の際、
所定の質問事項以外に調査員が聴き取った
「特記事項」をもとに、市区町村介護認定審
査会において要介護・要支援認定を行う。こ
の第２次判定結果に不服の場合は、都道府県
介護保険審査会に申し立てを行うことができ
る。
　　↓
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ている。ただし、この計画は、国の基本方針
や都道府県の指導のもとでなされていく。
第２章
介護保険制度の改正と利用者への影響に
ついて
　厚生労働省によれば、介護保険制度実施か
ら５年間の介護保険利用者および介護保険給
付費の伸びは、図２、３参照のとおりであった。
　このような状況下、家族は介護から開放さ
れたのか。当事者は、自らサービスを選べる
ようになったのか。
　国は、介護保険法の実施３年目から第１回
の改正作業に入り、改正内容は、2006年実施
された。改正内容は次のようなものであった。
　①介護度のうち、要支援段階を細分化し１・
２とする。要支援１・２の認定を受けた者は
介護を必要とするほどの心身の状態ではない
として、提供される介護サービス内容（ホー
ムヘルプサービスや車椅子の利用、認知症グ
ループホーム利用）に制限が加えられた。
　②介護予防プラン作成や総合相談、権利擁
護のための施設・地域包括支援センターの設
置を市区町村に義務付けた。ただし、自治体
直轄ではなく、社会福祉協議会などに委託す
る事も可とされた。
　③地域密着型サービスとよばれる、市区町
村内の住民のみを対象とした30名未満の小規
模な特別養護老人ホーム等の介護サービスを、
新たに制定した。
　④居宅介護と施設介護の場合の負担不公平
を無くすため、施設サービスを利用する際に
は、ホテルコストすなわち、食費および居住
費（光熱水費）を自己負担とした。同様にデ
イサービスの食費やショートステイ利用時の
食費・居住費も自己負担とした。ただし、住
３．ケアプラン作成・・・被保険者が要介護
度１～５と認定された場合は、それぞれの要
介護度に応じた介護保険給付額の範囲内で、
居宅サービス・施設サービス・地域密着型サー
ビスなど受けることができる（介護給付）。
　被保険者は、自らが選んだケアマネー
ジャーとともに、自らのニーズに沿った保健
医療福祉サービスを適切に組み合わせたケア
プランを作っていく。ケアマネージャーの存
在は市区町村から情報提供される。ケアマ
ネージャー支援によるプラン作成は、10割給
付（利用者の自己負担無し）である。
　被保険者が要支援と認定された場合は、施
設サービスは利用できない（介護予防給付）。
なお、非該当と認定された場合は、介護保険
によるホームヘルプサービスなどの介護サー
ビスは利用できない（利用する際には、すべ
て自己負担となる）。ただし、口腔ケア、栄
養指導、筋肉トレーニングなど、地域支援事
業とよばれる介護予防のための自治体による
事業を利用することができる。
　　↓
４．ケアプランの実施・・・ケアプランに基
づいて介護保険給付範囲内でサービスを利用
した場合は、サービス費用の９割を保険給付、
１割を自己負担する。サービスに苦情がある
場合には、直接、サービスを提供する事業者
か、ケアマネージャー、各都道府県国民健康
保険団体連合会に申し立てる。
ｇ．介護保険事業計画
　介護保険制度のもとでは、市区町村ごとに、
どのようなサービスを、どのくらい、整備す
ればよいのか、また、それに伴う保険料はい
くらにするのかについて、事業者、学識経験
者、公募市民も参加して話し合い、３年ごと
に事業の見直しを図ることが、義務づけられ
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ことが難しい（スケールメリットが無い）と
判断し、事業への参入に消極的なためである。
　これ以降も、介護保険制度改正は、続いて
いる。そして、３年ごとに見直される介護保
険料もまた、上昇の一途を辿っている（図４
参照）。 
　ところで、2014年６月18日には、「地域にお
ける医療及び介護の総合的な確保を推進する
ための関係法律の整備に関する法律（地域医
療・介護推進法）」が成立し、介護保険制度に、
さらに大きな改正が加えられた。背景には、
「2025年問題」がある。第１次ベビーブーマー、
2,179万人が後期高者となり、うち、自立度
ⅱ以上の認知症高齢者は470万人に達すると
推計されている。そして、彼らの存在が、年
金・介護・医療問題に大きな影響を及ぼすと
みなされている事象である。
　この事態を踏まえて、介護保険制度の持続
可能性を実現するための施策として国が挙げ
たのは次の５点である。
　①現役並み所得（年金280万円以上）の高
齢者を対象として、介護保険利用料を２割自
己負担とする。
　②低所得高齢者の保険料減額率を拡大する。
　③特別養護老人ホーム入所は、介護度３～
５と認定された者。また、ホテルコストに関
しては、利用者（個人）の預貯金１千万円以
上であれば、ユニット型個室利用の場合、介
護保険の利用料１割（あるいは２割）自己負
担以外に、１カ月約10万円余の自己負担とす
る。
　④要支援１・２のホームヘルプサービスや
デイサービスに関しては、介護保険事業から
外し、市区町村の事業とする。すなわち、国
基準の介護報酬のもと、サービス提供をする
のではなく、市区町村の独自の判断で介護報
民税非課税などの低所得者に対しては、減額
の措置をとることとした。
　これらの改正によって、利用者やその家族
が受けた影響は、次のようなものだった。
　要支援の認定を受けた当事者や家族は、
サービス利用を控えるケースも出現した。た
とえば、介護用ベッド、車イスのレンタル費
用の全額自己負担を強いられ、介護用ベッド
の返却を余儀なくされた家族や事業者の中か
ら「要介護１以下の人から、国はベッドを取
り上げたんです」という声も聞かれた。同時
に、家族が居住する場合のホームヘルプサー
ビスは、原則、利用できないとされ、日中独
居高齢者の介護問題が深刻化することになっ
た。
　また、高齢者介護に関する総合相談、被虐
待高齢者の権利擁護、要支援１・２のケアプ
ラン作成、困難事例を抱える他のケアマネー
ジャーへの支援という４つの業務を担う地域
包括支援センターは、原則、保健師1名・社
会福祉士１名・主任ケアマネージャー１名の
３名から構成される小所帯である。その結果、
要支援１・２に認定された人々の介護予防ケ
アプラン作成に追われることになった。孤立
する高齢者宅へのアウトリーチなどは困難で
ある。また、被虐待高齢者を緊急一時保護す
るための措置権限を持たない市区町村からの
受託施設としての地域包括支援センターの場
合、緊急性と煩雑な行政手続きの狭間で困難
を極めるという現場責任者からの声が上がっ
ている１）。
　さらに、国が新たに打ち出した、市区町村
内住民のみ対象の地域密着型サービスも、い
まだ十分に整備されているとは言い難い。民
間介護サービス事業者が、利用者10名から30
名程度の小規模な事業展開では利潤を上げる
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月額約８万円の「サ高住」家賃さえも、捻出
は困難である。それゆえ、高齢者向けの貧困
ビジネスの横行、無縁仏の急増が懸念される。
「たまゆら」事件２）が常態化するといっても
過言ではない。
　②また、今回の改正において、要支援対象
者は、自らの残存能力を最大限に生かすとと
もに、自立困難な部分は、地域支援事業やボ
ランティアの力で支えられ、自立した地域で
の生活を営むという構想は、一見、「自立」を
促す理想の在宅ケアにみえる。
　しかし、Ｋ市のアンケート調査結果を見る
限りにおいては、国の思惑とは異なる状況が
垣間見える。Ｋ市の認定調査の結果、半数近
くを占める要支援の者は、デイサービスと
ホームヘルプサービスを、主として利用して
いる。その効果について「改善あるいは維持」
と肯定的な回答が７割を占めている。そして、
「来年（2015年・筆者注）介護保険が変わる
と聞いています。その場合、要支援の者はこ
れまでと同じ介護がうけられるのでしょう
か？（84歳・女性）」３）という切実な疑問も
自由回答の中に記載されている（図５～８参
照）。
　要支援の利用者から、専門性の高いホーム
ヘルプサービスやデイサービスを奪うことは、
十分なリハビリテーションや食事・入浴など
が受けられず利用者の心身の機能低下を招く
ことにつながるのではないか。ボランティア
は、自発的、善意に満ちた存在であるが、介
護に未熟な場合も多く、思いがけぬ危うい行
動をとることも否めない。ボランティアによ
る事故は、ときには、繋がるはずだった近隣
関係を悪化させることもあるだろう。そして、
同時に懸念されるのは、ホームヘルパーや介
護福祉士資格を持つ介護専門家の離職である。
酬、サービスの提供者、サービス内容等の基
準を決めることが可能となる。
　⑤住み慣れた自宅で最期まで生きるために、
介護・医療・生活支援を一体化した地域包括
ケアを推進する。
　これらの改正が、私達の生活に影響すると
ころは、何かを考えてみたい。
　①国は、介護保険の目的に示された理念「国
民の共同連帯」「相互扶助」を強調しながら、
老齢年金月額およそ23万円の高額
4 4
所得高齢者
に対して、介護保険利用時２割自己負担を課
する半面、入所申込者が全国で52.4万人（2014
年３月25日付厚労省発表）とされる特別養護
老人ホームの増設に対しては消極的である。
入所枠の拡大は、2009年から今日2014年まで
の５年間に約7.5万人分にとどまっている事
実は、国の姿勢を明確に物語っている。
　代替策として、国（厚生労働省と国土交通
省）は、「サービス付き高齢者向け住宅
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
」と呼
ばれる民間の高齢者専用住宅に住み替えを促
している。「サ高住」は、特別擁護老人ホー
4 4 4 4 4 4 4 4
ムとは異なり介護体制は整っていない
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
。この
住宅に入居すると、家賃、共益費、食費、見
4
守り及び相談サービス費用
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
を支払い、外部か
ら介護保険サービスを利用することになる。
１人当たりの費用は月約20万円近いとされる。
老齢厚生年金・基礎年金（妻と合わせて）平
均受給額月23万円（2014年９月現在）とされ
ている高齢者にとって、「サ高住」は終の棲家
たりうるのか。
　マクロ経済スライド制の導入がすでに法制
化し、年金受給水準の低下が明言されている
状況下、「サ高住」に住み続けられる高齢者の
割合は高いとはいえないであろう。
　わけても、月額6.5万円弱（2014年度）の
老齢基礎年金のみで暮らす高齢者にとって、
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ているのではないか。まずは、現況を把握し
ている高齢当事者が、「介護保険改悪」に声を
上げることだ。そして、介護労働者と連帯し
ながら、保育所入所困難や不安定就労におび
える若者たちをも巻き込み、国や自治体に向
かって、施策を提示する時機ではないだろう
か。
　施策、それは、私達が学校で、職場で、隣
近所や家族やの中で、私達が一人一人安定し
て生きるためには、自分にとって、周囲の人々
にとって、どのような思想と仕組みが必要な
のか、考え合うことから始まるのではないだ
ろうか。サービス残業も厭わず働き、社会保
険の保険料納付を引き受ける若者たち。減額
の一途をたどる年金から介護保険や後期高齢
者医療の保険料を天引きされる高齢者たち。
貧困によって学習の機会を奪われる子どもた
ち。その精神的、身体的、経済的な負担を軽
減する社会保障の仕組みについて、改めて、
考えていくべきではないか。日本の社会に生
きるすべての人々が、「ゆりかごから墓場ま
で」安心して生きるための、利用者にとって、
分かりやすい一貫性のある社会保障のしくみ
を創り出す時、換言すれば、「大砲より、バター
を」選ぶ時ではないのだろうか。
注
１）「ヒヤリング報告─小平地域包括支援センター
の課題・問題点について」
　小平・生活者ネットワーク福祉部会報告書　2014
年４月末日p.1
２）「静養ホームたまゆら」事件とは、2009年３月
群馬県内の「無届け」高齢者施設で火事が発生、
10名の高齢者が死亡した出来事である。亡くなっ
た高齢者は、東京都内・都下で生活保護を受給し
ていた。認知症などで、常時ケアが必要だが、身
現在、国が提唱し、各市町村で普及・啓発が
勧められている「ちょっとした見守り（ボラ
ンティア）」の存在によって、ヘルパー資格、
介護福祉士資格を持っている人びとが、地域
の高齢者支援において適正な労働評価を受け
られず、低賃金に抑えられるとしたら、介護
福祉職の離職率はさらに高くなり、介護福祉
領域の崩壊につながるのではないか（図９、
10）。
　それは、国や自治体で、盛んにモデル作り
がなされている地域包括ケアの実現をも危う
くするのではないだろうか。なぜなら、地域
包括ケアとは、在宅介護と医療の連携システ
ムをどのように創り出すかということである。
このシステム構築の鍵となるのは、在宅での
介護を主とし、医療を従とした高齢当事者へ
の係わり方、すなわち、cureからcareへの発
想の転換であろう。そのとき、専門の介護従
事者が存在しないとしたら、このシステムは
成立しないからである。それは、住み慣れた
場所で、当事者の望まない医療的な管理を受
けることなく、当事者の望む日常生活を営む
ためのケアを受けながら、静かな最期を迎え
たいという高齢当事者のニーズを裏切ること
でもある。
最後に
　以上、みてきた介護保険制度の改正は、当
事者と家族の身体的・経済的負担のさらなる
増加、介護従事者の地位・役割のさらなる不
安定化にみられるように、高齢者福祉の根幹
を揺るがす内容である。それは、待機児童の
増加、非正規雇用労働者の増加と表裏一体で
ある。今、私たちは、人間らしく生きる権利
「生存権」を再認識し、生存権を保障する国
家や自治体の公的責任を問いかけるときに来
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寄りがない彼らに対して、自治体は暗黙のうちに、
入所を認めていたとされる。自治体から支給され
る生活保護費を受け取った施設長は、高齢者への
介護・家事・食事・健康管理の提供を怠ったうえ、
スプリンクラーの設置等もせず、徘徊を防ぐため
に、外部から施錠したため、入所者は、逃げられ
ず死亡した。
　　これが事件の概要である。この事件の背後には、
都の特別養護老人ホーム増設抑制策と高齢者福祉
担当職員のオーバーワーク問題が横たわっている。
３）「小平市高齢者生活状況アンケート介護保険
サービス利用状況アンケート報告書」
　平成26年３月小平市　p.108
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図１　医療費の動向
表１　世帯構造・世帯人員別世帯数の推移
年次 総数
世帯構造別 世帯人員別
単独
世帯
核家族
世帯
三世代
世帯
その他
の世帯
１人
世帯
２人
世帯
３人
世帯
４人
世帯
５人
世帯
６人以上
の世帯
平均世
帯人員
推計数（単位：千世帯） 推計数（単位：千世帯） （人）
昭和50年 32,877 5,991 19,304 5,548 2,034 5,991 5,078 5,982 8,175 4,205 3,446 3.35
55 35,338 6,402 21,318 5,714 1,904 6,402 5,983 6,274 9,132 4,280 3,268 3.28
60 37,226 6,850 22,744 5,672 1,959 6,850 6,895 6,569 9,373 4,522 3,017 3.22
平成２年 40,273 8,446 24,154 5,428 2,245 8,446 8,542 7,334 8,834 4,228 2,889 3.05
12 45,545 10,988 26,938 4,823 2,796 10,988 11,968 8,767 8,211 3,266 2,345 2.76
16 46,323 10,817 28,060 4,512 2,934 10,817 12,966 9,034 8,261 3,139 2,107 2.72
構成割合（単位：％） 構成割合（単位：％）
昭和50年 100.0 18.2 58.7 16.9 6.2 18.2 15.4 18.2 24.9 12.8 10.5 ―
55 100.0 18.1 60.3 16.2 5.4 18.1 16.9 17.8 25.8 12.1 9.2 ―
60 100.0 18.4 61.1 15.2 5.3 18.4 18.5 17.6 25.2 12.1 8.1 ―
平成２年 100.0 21.0 60.0 13.5 5.6 21.0 21.2 18.2 21.9 10.5 7.2 ―
12 100.0 24.1 59.1 10.6 6.1 24.1 26.3 19.2 18.0 7.2 5.1 ―
16 100.0 23.4 60.6 9.7 6.3 23.4 28.0 19.5 17.8 6.8 4.5 ―
（注）　単独世帯：世帯員１人だけの世帯
　　　核家族世帯：夫婦のみ、夫婦と未婚の子のみ又はひとり親と未婚の子のみの世帯
　　　三世代世帯：世帯主を中心とした直系三世代以上の世帯
　　　その他の世帯：上記以外の世帯
（資料）厚生労働省大臣官房統計情報部「平成16年国民生活基礎調査」．
　　　 吉原健二　和田勝編『日本医療保険制度史　【増補改訂版】』東洋経済新報社 2008　ｐ.680
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図２　介護サービス受給者数
図３　年度別介護保険給付費の推移
図４　65歳以上が支払う保険料〔全国平均（月額・加重平均）〕
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図５
図６
― 166 ―
????????????????????
図７　通所系サービスの利用状況
図８
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図９　訪問介護員、介護職員の採用・離職の状況（平成24年10月１日〜25年９月30日）
図10　訪問介護員、介護職員の採用・離職の状況（平成24年10月１日〜25年９月30日）
